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山小屋の国有地使用料をめぐる訴訟・物件使用料等請求訴訟の
訴訟記録寄贈の意義に関する考察
法政大学地域研究センター　菊池 佳子
要旨
　山小屋の国有地使用料をめぐる訴訟・物件使用料等請
求訴訟の訴訟記録は、図書館や研究機関に収められてい
なかった。そこで、筆者は、山小屋の国有地使用料をめ
ぐる訴訟・物件使用料等請求訴訟の訴訟記録を編成して
製本化し、2014年 8月 22日に富山県立図書館へ寄贈した。
まず、本件の事件記録は、裁判終了後 5年以上経過して
いるため、第一審裁判所では廃棄されているが、その廃
棄理由を明らかにしたい。次に、訴訟の内容、その訴訟
記録の分類方法と編成内容について述べ、訴訟記録の寄
贈の意義について考察する。
キーワード：	訴訟記録、山小屋、富山県立図書館、訴
訟記録の寄贈
An analysis of donated case records of a lawsuit concerning fees for the 
use of public land as a mountain lodge and a lawsuit concerning fees for 
the use of a property
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Abstract
　The	case	records	of	a	 lawsuit	concerning	 fees	
for	the	use	of	public	land	as	a	mountain	lodge	and	
a	lawsuit	demanding	fees	for	the	use	of	a	property	
were	 not	 deposited	 in	 a	 library	 or	 research	
institute.	Accordingly,	 the	author	 compiled	and	
bound	 the	case	records	of	 the	above-referenced	
lawsuits	 and	 donated	 the	 bound	 case	 records	
to	 the	Toyama	Prefectural	Library	 on	August	
22,	 2014.	The	case	 records	 of	 this	matter	were	
disposed	by	 the	court	of	 first	 instance	as	more	
than	 five	years	had	passed	since	 the	completion	
of	 the	 litigation;	however,	 I	want	 to	 clarify	 the	
reason	 for	 the	disposal.	This	paper	clarifies	 the	
contents	of	these	lawsuits,	and	considers	the	case	
record	classification	method,	 the	contents	of	 the	
compilation,	 and	 the	significance	of	contributing	
case	records.
Keyword: Case records, mountain lodge, Toyama 
Prefectural Library, contribution of 
the case records
Ⅰ、はじめに
　富山県、長野県、岐阜県の県境付近の標高 3000m 級
の山々からなる山岳地帯で、山小屋経営者Ａ 1 は三俣山
荘、雲ノ平山荘、水晶小屋、湯俣山荘の 4ヶ所の山小屋
を経営している。国有地使用料が地価方式から収益方式
に変更することとなり、山小屋経営者Ａは反対の意思表
示をし、営業実績報告書の提出を拒否した。1989 年 2月
17 日付けで山小屋経営者Ａは富山営林署長、2月 18 日
付けで大町営林署長に対し各山小屋の敷地の使用許可を
求めたが使用を不許可とされ、1991 年 2 月に山小屋経
営者Ａが富山営林署長、大町営林署長に対して不許可処
分の取り消しを求め訴訟へと発展したのが山小屋の国有
地使用料をめぐる訴訟である。この訴訟と関連した訴訟
として、国が山小屋経営者Ａに対して 1987 年度、1988
年度の三俣山荘、雲ノ平山荘、水晶小屋の国有地合計使
用料、遅延損害金の支払い、使用料相当損害金を求め起
した訴訟が物件使用料等請求訴訟である。
　事件記録は、訴訟の内容を知り得る歴史的に重要な一
次資料にもかかわらず、山小屋の国有地使用料をめぐる
訴訟・物件使用料等請求訴訟の事件記録（判決原本は除
く）はすでに第一審裁判所で廃棄されている。法政大
学大原社会問題研究所 2	3 では松川事件、メーデー事件、
大須事件、レッドパッケージ反対訴訟記録など、立教大
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学共生社会研究センター 4 では川崎製鉄大気汚染裁判資
料、ARE放射能汚染裁判資料を所蔵 5 している資料があ
るものの、これまで山小屋の国有地使用料をめぐる訴訟
・物件使用料等請求訴訟の訴訟記録は、図書館や研究機
関に収められていなかった。
　筆者は、山小屋経営者Ａご夫妻から山小屋の国有地使
用料をめぐる訴訟・物件使用料等請求訴訟の訴訟記録の
寄贈のご承諾を頂き、自ら編成して製本化し、2014 年 8
月 22 日に富山県立図書館へ寄贈 6 した。これまで訴訟
記録の寄贈については、川崎公害訴訟の原告団・弁護団
が川崎公害訴訟の訴訟記録を約 500 冊に製本化し、2001
年 5 月 18 日に神奈川県立川崎図書館に対し寄贈 7 して
いる。沖田（2014）は、その寄贈までの経緯について述
べているものの、川崎公害裁判訴訟記録の目録化や訴訟
記録の寄贈の意義について述べていない。
　そこで、本稿では、以下の 5点について検討すること
で、山小屋の国有地使用料をめぐる訴訟・物件使用料等
請求訴訟の訴訟記録の寄贈の意義について考察すること
を目的とする。
　まず、第 1に、山小屋の国有地使用料をめぐる訴訟・
物件使用料等請求訴訟とはどのような訴訟だろうか。第
2に、判決原本は保存しているものの、事件記録は、第
一審裁判所で廃棄されている。その廃棄理由を明らかに
したい。第 3に、寄贈した訴訟記録の分類方法と編成内
容について紹介したい。第 4に、筆者は訴訟記録を目録
化し富山県立図書館に寄贈したが、これまで訴訟記録を
目録化したものにはどのようなものがあるのだろうか。
また、訴訟記録を目録化したその利点について述べた
い。第 5に、山小屋の国有地使用料をめぐる訴訟の原告
は山小屋経営者Ａひとりだった。なぜ他の山小屋経営者
は原告に加わらなかったのだろうか。山小屋経営者Ａが
所有する訴訟記録は、どのような資料なのだろうか。
Ⅱ、山小屋の国有地使用料をめぐる訴訟 8	9・
物件使用料等請求訴訟とは 10
　山小屋経営者Ａは、富山県、長野県、岐阜県の県境付
近の標高 3000 ｍ級の山々からなる山岳地帯で、三俣山
荘、雲ノ平山荘、水晶小屋、湯俣山荘の 4ヶ所の山小屋
経営を行っている。この4ヶ所の山小屋のうち三俣山荘、
雲ノ平山荘、水晶小屋の 3ヶ所は富山営林署 11 所管、湯
俣山荘は大町営林署 12 所管の国有林野内にある。
　国有地使用料は、地価方式という取引事例を比準して
求めた当該国有林野の時価に一定倍率を乗じて算定する
方式や相続税課税評価額当額に一定倍率を乗じて算定す
る方式により、あらかじめ使用料が期間内の各年度分の
使用料が定められていたが、レクリエーション事業の売
上高および売上高の発生に寄与した設備投資額をもとに
算定する収益方式を採用することとなった。
　1986 年 3 月 29 日、山小屋経営者Ａは、納入告知に基
づき使用料合計額を納入し、7月 25 日に 1985 年度の営
業実績報告書を富山営林署長に提出したが、それにあた
り収益方式による使用料算定には納得できない旨記載し
た書面を富山営林署長に提出した。1987 年 3月、山小屋
経営者Ａより富山営林署長宛てに請願書を提出し、使用
料算定方式を従来の地価方式に戻すよう要望するととも
に、営業実績報告書の提出を拒否した 13。山小屋経営者
Ａは、1987 年度分の山小屋の使用料を供託 14 し、1989
年 2 月 17 日付けで国有林野の使用許可を富山営林署長
に提出して富山国有林野の三俣山荘敷地、雲ノ平山荘
敷地、水晶小屋敷地の使用許可を求めたが、富山営林署
長は山小屋経営者Ａに対し不許可とした。他方、山小屋
経営者Ａは 1989 年 2 月 18 日付けで大町営林署長に対し
て、湯俣山荘敷地の使用許可を求めたが、大町営林署長
は 1989 年 3 月 29 日付けで山小屋経営者Ａの湯俣山荘敷
地の使用を不許可とした。
　富山営林署長が不許可とした理由は、次のとおりであ
る。①山小屋経営者Ａが富山国有林野の使用不許可条件
に定められた営業実績報告書を提出していないこと、②
営業実績報告書を提出していないため、1987 年度およ
び 1988 年度分の使用料が未納となっていること、③山
小屋経営者Ａが今後も営業実績報告書の提出を拒否し、
使用許可条件に従わない旨表明していることである。大
町営林署長の不許可理由については、山小屋経営者Ａが
富山営林所管内において国有林野の使用許可条件である
営業実績報告書の提出を拒否し、2年分の使用料を納付
していないこと、このような使用許可条件違反者に対し
て大町営林署長は国有林野の使用を許可することができ
ないとしたためである。
　山小屋経営者Ａは富山営林署長および大町営林署長の
各不許可処分について、1989 年 5 月 26 日に農林水産大
臣に対し審査請求したが、農林水産大臣は棄却および却
下の裁決をした。そこで、山小屋経営者Ａは、1991 年
2 月に不許可処分の取消を求め富山地方裁判所、長野地
方裁判所に提訴し、訴訟へと発展 15 した。山小屋経営者
Ａが富山営林署長に対し訴えたのが国有林野使用に関す
る不許可処分取消請求事件、大町営林署長に対して訴え
たのが国有林野継続使用不許可処分取消請求事件 16 であ
る。
　1999 年 12 月 13 日、富山地方裁判所裁判長は山小屋
経営者Ａの訴えを退け 17、山小屋経営者Ａは富山地方裁
判所の判決を不服とし、1999 年 12 月 23 日に名古屋高
等裁判所に控訴し、次の 4点を求めた。
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　第 1に、富山地方裁判所の判決を取り消す。
　第 2 に、富山営林署長が山小屋経営者Ａに対してし
た、三俣山荘、雲ノ平山荘、水晶小屋の各国有林野の使
用不許可処分を取り消す。
　第 3 に、大町営林署長が山小屋経営者Ａに対してし
た、湯俣山荘の国有林野の使用不許可処分を取り消す。
　第 4に、訴訟費用は、第 1審、第 2審とも富山森林管
理署長、中信森林管理署長らの負担とする。
　しかし、名古屋高等裁判所は、富山営林署長が山小屋
経営者Ａに対してした富山国有林野の使用不許可処分、
および大町営林署長がした湯俣山荘敷地の使用不許可処
分には、山小屋経営者Ａが主張する違法事由は認めな
かった。その取消を求める山小屋経営者Ａの各請求は理
由がないとし、山小屋経営者Ａの各請求を棄却した富山
地方裁判所の判決は相当であり、控訴は理由がないから
棄却することとして、2003 年 3 月 26 日に次のとおり判
決した。
　第 1に、控訴を棄却する。
　第 2に、控訴費用は控訴人である山小屋経営者Ａの負
担とする。
　山小屋経営者Ａは名古屋高等裁判所の判決を不服
とし、2003 年 4 月 1 日に最高裁判所へ上告 18 したが、
2004 年 12 月 7 日に最高裁判所は「上告を受理すべき事
由 19 に該当しない」20 と判断し、山小屋経営者Ａの上告
を棄却し、山小屋経営者Ａの敗訴の 1審、2審の判決が
確定した 21。
　この訴訟に関連した訴訟として、国が山小屋経営者Ａ
に対し、1987 年度と 1988 年度の三俣山荘、雲ノ平山荘、
水晶小屋の国有地使用料合計 27 万 8100 円とこれに対す
る納付期限の翌日 1992 年 2 月 15 日から支払済みまでの
使用許可条件に基づく年 18.25 パーセントの遅延損害金
の支払いと三俣山荘、雲ノ平山荘、水晶小屋、湯俣山荘
の不法占拠期間中の各年度ごとの使用料相当損害金合計
531 万 1100 円を求めて起した訴訟が、物件使用料等請
求事件 22 である。
Ⅲ、事件記録の廃棄理由とは
　山小屋の国有地使用料をめぐる訴訟・物件使用料等請
求訴訟は民事訴訟である。山小屋の国有地使用料をめぐ
る訴訟・物件使用料等請求訴訟の事件記録は、裁判終了
後 5年以上経過しているため第一審裁判所では廃棄され
ているが、判決原本については、第一審裁判所で保存し
ている 23。
　訴訟記録とは、事件に関して裁判所が作成した書類お
よび当事者その他の関係人から提出された書類からなる
事件ごとの文書等の総体をいう（小野寺，2000）。本稿
では、「事件記録」、「訴訟記録」という表現を用いてい
る。規程や、ヒアリングでの回答で「事件記録」と回答
いただいたものについては、本稿では「事件記録」とい
う表現を用いていることを付言しておく。
　では、なぜ廃棄されたのだろうか。最高裁判所規定
の「事件記録等保存規程の一部を改正する規程」によ
り、1992 年 24	4 月 1 日以降、当該事件の確定日から 50
年を経過した民事判決原本が廃棄されることとなった
25。「事件記録保存等保存規程」により、完結した事件記
録は、原則として、当該事件の第一審裁判所で保存する
ことが規程されている 26。
　山小屋の国有地使用料をめぐる訴訟・物件使用料等請
求訴訟 27 の判決原本の保存期間は 50 年、判決原本や和
解調書を除いた事件記録の保存期間は 5年である 28。た
だし、特別の事由により保存の必要があるもの、史料ま
たは参考資料となるべきものについては、保存期間満了
後も保存 29 することとなっているが、山小屋の国有地
使用料をめぐる訴訟・物件使用料等請求訴訟の事件記録
（判決原本は除く）は、この特別保存に該当しなかった
ため、規程どおり廃棄されたということである。
　行政資料というと、広義には行政府で利活用される公
文書や電子データ等を含む資料のみならず、立法府の議
会事務局や司法府の職員機構において作成・保有される
資料までをも意味するが、狭義には国の行政府および地
方自治体の首長部局において作成・保存・管理（あるい
は廃棄）される資料のことである（桑原，2014）。魚住
（2011）によれば、2011 年 4 月 1 日に公文書等の管理に
関する法律（2009 年 7 月 1 日法律第 66 号）が施行され
たが、この公文書等の管理に関する法律は行政機関を対
象としたものであって、立法機関と司法機関の公文書は
基本的に射程に入っていない。上代が狭義の意で述べて
いること、魚住が述べているこれらに共通するのは、訴
訟記録は対象として取り扱われていないという点である。
　小田（1994）は、司法資料とは国家がその司法権を具
体的に作用させる過程において作成・収受された文書・
記録・証拠物等とし、司法資料について、現在の日本近
代史研究において、重要な歴史的事件の事実問題を認識
するための重要史料として利用されているとしている。
しかし、山小屋の国有地使用料をめぐる訴訟・物件使用
料等請求訴訟の事件記録は第一審裁判所では廃棄（判決
原本は除く）されているため、そもそも第一審裁判所で
は事件記録を閲覧し、資料調査を行うことができない。
　事件記録は、訴訟の内容を知り得る歴史的に重要な一
次資料であり、この一次資料でしか知り得ない情報もあ
る。やはり今後も裁判所での廃棄が続いていくことは問
題である。
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Ⅳ、訴訟記録の分類方法と編成内容
　筆者は、資料調査のために山小屋経営者Ａに訴訟記録
の借用依頼をし、山小屋経営者Ａから訴訟記録やその関
係資料を借用した際、製本されていない資料が段ボール
2箱届いた。筆者は、本稿で取り扱っている訴訟がおき
た地域が富山県内であることに着目し、山小屋経営者Ａ
ご夫妻より借用した訴訟記録の複写と富山県立図書館へ
の寄贈のご承諾 30 をいただいた。それから、訴訟がおき
た地元地域にある富山県立図書館へ寄贈のお話をしたと
ころ、受け入れのご回答をいただいたため製本化へ向け
た作業へと入った。
　まず、訴訟記録を整理し編成する必要があったため、
山小屋経営者Ａから借用した資料を訴訟記録と非訴訟記
録に区分した。借用した訴訟記録は、資料によってサイ
ズが異なるため、製本サイズを B5 サイズに設定し、A4
サイズの資料は Z折りにして折りたたんで組み入れる
ことにした。そして、各訴訟ごとに訴訟記録を主張資料
（訴状、準備書面等）と書証資料（証拠書類）に分類し、
最終的に上製本で製本するにあたり、山小屋の国有地使
用料をめぐる訴訟、物件使用料等請求訴訟の訴訟記録は
全 7巻に分類し編成した。
　この全 7巻を大きく分類すると、第 1巻から第 3巻は
山小屋の国有地使用料をめぐる訴訟の主張編、第 4巻は
物件使用料等請求訴訟の主張編とし、原告・被告の準備
書面、訴状等（判決を含む）の資料を時系列順に配列し
ている。続いて、第 5巻から第 7巻については、各訴訟
の証拠編とし、甲乙丙の証拠書類を書証番号順に配列し
ている。
　この編成方法については、各訴訟ごとに主張編の資料
を時系列順に配列することで、訴訟当事者双方の主張を
把握しやすくすること、証拠編は書証番号順に配列する
ことで、双方の主張に出てくる書証内容を解りやすくす
るためにこのように配列している。
　各巻の内容については次のとおりである。
・第 1巻：『山小屋の国有地使用料をめぐる訴訟　主張
編　1991 年（平成 3年）～ 1992 年（平成 4年）』
・第 2巻：『山小屋の国有地使用料をめぐる訴訟　主張
編　1993 年（平成 5年）～ 1997 年（平成 9年）』
・第 3巻：『山小屋の国有地使用料をめぐる訴訟　主張
編　1998 年（平成 10 年）～ 2003 年（平成 15 年）』
・第 4 巻：『物件使用料等請求訴訟　主張編　1995 年
（平成 7年）～ 2003 年（平成 15 年）』
・第 5巻：『山小屋の国有地使用料をめぐる訴訟・物件
使用料等請求訴訟　証拠編（甲第 1号証～甲第 30 号
証）』
・第 6巻：『山小屋の国有地使用料をめぐる訴訟・物件
使用料等請求訴訟　証拠編（甲第 31 号証～甲第 62 号
証）』
・第 7巻：『山小屋の国有地使用料をめぐる訴訟・物件
使用料等請求訴訟　証拠編（乙第 1号証～乙第 27 号
証・丙第 1号証～丙第 7号証）』
　なお、上記の訴訟記録全 7 巻について、2014 年 8 月
22 日に富山県立図書館に寄贈している。
Ⅴ、訴訟記録の目録化
　上記全 7巻の訴訟記録の各巻の内容を述べてきたが、
各巻を更に詳細に資料調査したい場合は、目録を基に資
料調査をする方法がある。
　これまで訴訟記録を目録化したものには、どのような
ものがあるのだろうか。東京大学社会科学研究所図書室
のホームページ上では、所蔵コレクションの一つとして
「極東国際軍事裁判記録「弁護側証拠書類」目録」を紹介
している。この他、川崎公害訴訟の訴訟記録を目録化し
たものには、神奈川県立川崎図書館資料部図書資料課が
編集した『「川崎公害裁判訴訟記録」内容細目一覧』があ
るが、あらゆる訴訟記録が目録化されているわけではな
い。
　最高裁判所の規程の改正により、民事判決原本が廃棄
されることとなったことについて、平田（2002）は、廃
棄されるおそれのあった民事判決原本は国立 10 大学に
一時的に保管され、その後国立公文書館に民事判決原本
を移管する際、一般の利用に供するためにどのような目
録作成が妥当なのか議論となったこと、薄冊目録を丁寧
に作成することになると、それだけ資料自体の公開がお
くれることを指摘している。しかし、目録がなければ、
上記全 7巻の各巻の訴訟記録の内容について、短時間で
注：2014 年 8 月 21 日筆者撮影。
写真 1：訴訟記録全 7巻
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資料調査することは困難であろう。そこで、筆者は、訴
訟記録を目録化し、『山小屋の国有地使用料をめぐる訴
訟・物件使用料等請求訴訟　訴訟記録目録』31を発行した。
　訴訟記録を目録化することは、訴訟記録の資料内容を
把握するための有効な方法であり、閲覧者が資料調査し
やすくなるという利点が生じるだろう。筆者はこのよう
な利点を考慮し、この目録についても富山県立図書館に
寄贈している。
Ⅵ、訴訟記録の寄贈の意義とは
　山小屋の国有地使用料をめぐる訴訟は、山小屋経営者
Ａが富山営林署長、大町営林署長といった行政を相手に
おこした訴訟 32 である。
　山小屋経営者Ａが経営する山小屋は、標高 3000 ｍ級
の山々が連なる山岳地帯に位置し、周辺には立山連峰や
黒部源流といった名所がある場所で、他の山小屋も営業
している。国有地の使用料が地価方式から収益方式に変
更になることについて、他の山小屋経営者たちの見解は
次のような内容だった。「地代（国有地使用料）33 が高
くなりすぎて困る、宿泊料にはねかえらざるをえない」
・・・（略）・・・大方の小屋主の意見は、もっぱら経済
的な見方からのものであった（伊藤，1995）。他の山小
屋経営者たちは、地価方式から収益方式への変更につ
いて反対意見をもっていたが、「お上にたてつくなどは、
もってのほかである」（伊藤，1995）といった意見から原
告に加わってこなかった 34 ため、山小屋の国有地使用料
をめぐる訴訟の原告は山小屋経営者Ａひとりだった。つ
まり、訴訟記録を所有している原告は山小屋経営者Ａた
だひとりである。
　加えて、これまで述べてきたように、山小屋の国有地
使用料をめぐる訴訟・物件使用料等請求訴訟の事件記録
は第一審裁判所では廃棄（判決原本は除く）されている
ため、この山小屋経営者Ａが所有している訴訟記録は、
訴訟当事者の原告・被告の双方の主張や証拠書類内容、
判決内容を知ることができる貴重な一次資料であろう。
　筆者が訴訟記録を寄贈した富山県立図書館では、本稿
で取り扱っている寄贈資料以外にイタイイタイ病訴訟、
北陸スモン訴訟、不二越訴訟の訴訟記録を収めている 35
ものの、富山県内で起きた訴訟の訴訟記録を収めている
件数は少なく、閲覧可能な訴訟記録は限られている。舩
橋ら（1999）は、これまで研究成果について当事者に還
元すべきであるとし、当事者へ研究成果の還元の意義を
述べているものの、研究成果について地元地域への還元
やその意義については述べていない。
　そこで、山小屋の国有地使用料をめぐる訴訟・物件使
用料等請求訴訟の訴訟記録の寄贈の意義 36 について、次
のように述べたい。
　山小屋経営者Ａが所有する訴訟記録は、訴訟当事者
の原告・被告の双方の主張や証拠書類の内容、判決内
容などを知ることができる資料である。加えて、山小
屋の国有地使用料をめぐる訴訟・物件使用料等請求訴
訟の訴訟記録は、第一審裁判所で廃棄（判決原本は除
く）されているため裁判所では閲覧することはできな
い上、これまで図書館や研究機関に収められていな
かった。つまり、寄贈した訴訟記録は現存する貴重な
一次資料である。
　今回、その訴訟記録を寄贈したことで、訴訟が起き
た地元地域の図書館が保存することになった。これら
の資料は、本件訴訟に関心をもつ人々、地元地域の
人々が閲覧することが可能となり、意義があると言え
る。
Ⅶ、おわりに
　山小屋経営者Ａが山小屋の国有地使用料をめぐる訴訟
をおこし、最高裁判所から上告棄却後 10 年以上が経過
した。しかし、これまで山小屋の国有地使用料をめぐる
訴訟・物件使用料等請求訴訟の訴訟記録は、図書館や研
究機関に収められていなかった。山小屋の国有地使用料
をめぐる訴訟・物件使用料等請求訴訟の事件記録は、裁
判終了後 5年以上経過しているため第一審裁判所では廃
棄（判決原本は除く）されており、その廃棄理由につい
て明らかにしてきた。やはり裁判所での事件記録の廃棄
により閲覧できなくなることは問題である。
　これまで、訴訟記録全 7巻の編成、製本までの過程に
ついて述べてきたが、これは訴訟記録の保存方法として
参考になるであろう。訴訟記録目録については、訴訟記
録全 7 巻をより資料調査しやすくするための方法とし
て、併せて紹介してきた。今回、訴訟記録を寄贈したこ
とで、地元地域の図書館が収めることとなり、裁判所で
は廃棄されているこれらの資料を閲覧することが可能と
なり、その意義について述べてきた。
　本稿は、山小屋の国有地使用料をめぐる訴訟・物件使
用料等請求訴訟に関心をもった人々が訴訟記録を閲覧し
て、新たな問題を発見し、その問題の解決への契機にな
れば幸いである。
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注
1）	三俣山荘、雲ノ平山荘、水晶小屋、湯俣山荘の 4ヶ所の山小屋を経営している経営者を山小屋経営者Ａとする。三俣山荘、雲ノ平
山荘、水晶小屋は富山県、湯俣山荘は長野県に位置している。湯俣山荘は現在休業中である。
2）	法政大学大原社会問題研究所［2012］『法政大学大原社会問題研究所案内』を参照。
3）	法政大学大原社会問題研究所環境アーカイブズホームページを参照。
　 法政大学大原社会問題研究所環境アーカイブズ（旧サスティナビリティ教育研究機構）は、2013 年 4 月より大原社会問題研究所の
所属となった。
4）	立教大学共生社会研究センターホームページを参照。
5）	平川千宏［2014］「市民活動資料―保存と公開の全国的状況」『大原社会問題研究所雑誌』666 には、市民活動資料の所蔵機関・団体一
覧が記載されている。その一覧には、訴訟記録についての記載があるので参照されたい。
6）	筆者が富山県立図書館に寄贈した訴訟記録は、筆者が山小屋経営者Ａご夫妻からお借りし複写をとった資料を筆者が研究で使用し、
その資料から更に複写をとったものである。
7）	林義亮［2001］「30 年の歴史 500 冊に網羅」『神奈川新聞』2001 年 5 月 19 日を参照。
8）訴訟発展のプロセスの詳細については、菊池佳子［2011］『国立公園の管理と山小屋の役割―中部山岳国立公園における山小屋の国
有地使用料をめぐる訴訟を事例として―』法政大学大学院政策科学研究科 2011 年度修士論文を参照されたい。
9）山小屋の国有地使用料をめぐる訴訟の年表は、菊池佳子［2012］『山小屋の国有地使用料をめぐる訴訟の年表 1924 － 2005』法政大学
社会学部科研費プロジェクトを参照されたい。
10）山小屋の国有地使用料をめぐる訴訟・物件使用料等請求訴訟については、	「富山地判 1999 年 12 月 13 日・1991 年（行ウ）第 1号、
1994 年（行ウ）第 5号」、「名古屋高判 2003 年 3 月 26 日・2000 年（行コ）第 1号」、「名古屋高判 2003 年 3 月 26 日・2000 年（ネ）
第 11 号」の一部を引用している。
11）	富山営林署は、1999 年 3 月 1 日に林野庁の組織改編にともない富山森林管理署に組織変更した。ここでは組織変更前の富山営林署
で表記する。
12）	大町営林署は、1999 年 3 月 1 日に林野庁の組織改編にともない中信森林管理署に組織変更した。ここでは組織変更前の大町営林署
で表記する。
13）	「行政不服審査申立書」1989 年 5 月 26 日を参照。
14）	「2003年（行サ）第1号国有地使用に関する不許可処分取消・国有林野継続使用不許可処分取消請求上告事件（山小屋経営者Ａ側）」
2003 年 6 月 3 日、32 頁。
15）	三俣山荘撤去命令を撤回させる会編［1995］「資料 3　三俣山荘撤去命令問題をめぐる経過」三俣山荘撤去命令を撤回させる会編
『山小屋はいらいないのか』リベルタ出版，212 頁を参照。
16）	本稿では、国有林野使用に関する不許可処分取消請求事件、国有林野継続使用不許可処分取消請求事件を「山小屋の国有地使用料
をめぐる訴訟」とよぶ。
17）	朝日新聞社聞蔵Ⅱビジュアル 1999.12.14 富山版朝刊を参照。
18）	2010 年 11 月 29 日、山小屋経営者ＡのＢ弁護士へのヒアリングによる。
19）	ヨミダス歴史館 2004.12.8 東京版朝刊では、「憲法違反など」としている。
20）	ヨミダス歴史館 2004.12.8 東京版朝刊を参照。
21）	毎索 2004.12.8 東京版朝刊を参照。
22）	本稿では、物件使用料等請求事件を「物件使用料等請求訴訟」とよぶ。
23）	2011 年 10 月 26 日、富山地方裁判所へ最初のヒアリングをしている。2014 年 8 月 7 日、富山地方裁判所へ、再度確認のヒアリン
グによる。
24）2014 年 9 月 19 日、富山地方裁判所総務課へのヒアリングでは「平成 4年」とご回答いただいているが、本稿では西暦表記で記し
ているため「1992 年」と表記している。
25）	2014 年 9 月 19 日、富山地方裁判所総務課へのヒアリングによる。（内閣官房ホームページ上の内容について、確認の問い合わせに
対して回答をいただく）
26）	2014 年 9 月 19 日、富山地方裁判所総務課へのヒアリングによる。（内閣官房ホームページ上の内容について、確認の問い合わせに
対して回答をいただく）
27）2014 年 9 月 19 日、富山地方裁判所総務課へのヒアリングでは事件名でご回答いただいている。本稿では、山小屋の国有地使用料
をめぐる訴訟・物件使用料等請求訴訟で統一しているため、統一して表記している。
28）	2014 年 9 月 19 日、富山地方裁判所総務課へのヒアリングによる。（内閣官房ホームページ上の内容について、確認の問い合わせに
対して回答をいただく）
29）	2014 年 9 月 19 日、富山地方裁判所総務課へのヒアリングによる。（内閣官房ホームページ上の内容について、確認の問い合わせに
対して回答をいただく）
30）	2014 年 6 月 18 日、山小屋経営者Ａご夫妻より、寄贈についてご承諾のご回答をいただく。
31）	目録の詳細については、菊池佳子［2014］『山小屋の国有地使用料をめぐる訴訟・物件使用料等請求訴訟　訴訟記録目録』を参照さ
れたい。
32）訴訟当事者双方の主張は、菊池佳子［2011］『国立公園の管理と山小屋の役割―中部山岳国立公園における山小屋の国有地使用料を
めぐる訴訟を事例として―』法政大学大学院政策科学研究科 2011 年度修士論文を参照されたい。
33）	（　）内筆者の補足による。
34）2011 年 3 月 25 日、山小屋経営者Ａへのヒアリングによる。
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35）2014 年 12 月 18 日、富山県立図書館資料課へのヒアリングによる。
36）寄贈先が決まるまでの過程で、さまざまな方々との議論の中で、筆者は記載の概念に整理したことを付言する。
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